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◆調査項目の選択肢の選択及び「特記事項」記載の流れ 

 
 

(2) 麻痺等の有無・拘縮の有無 

① 調査対象者に対し確認動作で確認した場合 

調査対象者に対し、実際に確認動作で確認した状況と、調査対象者や介護者から聞き取りした日頃

の状況とが異なる場合は、調査対象者に実際に確認動作で確認した状況で選択する。 
その場合、調査対象者に実際に確認動作で確認した状況と、日頃の状況との違い、選択した根拠等

について、具体的な内容を「特記事項」に記載する。 
 

② 調査対象者に対し確認動作による確認ができなかった場合 

調査対象者に確認動作による確認ができなかった場合は、その理由や状況について、具体的な内

容を「特記事項」に記載する。 
一定期間（調査日より概ね過去１週間）の状況において、より頻回に見られる状況や日頃の状況で

選択する。 
また、調査対象者や介護者からの聞き取り内容、選択した根拠等についても、具体的な内容を「特

記事項」に記載する。 
 

(3) 精神・行動障害等 

① 聞き取りによる確認ができる場合 

調査対象者や介護者から聞き取りした日頃の状況で選択する。調査時に実際に行動が見られた場合
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は、その状況について特記事項に記載する。 
その場合、聞き取りにより把握した状況、実際に確認した状況と日頃の状況との違い、選択した根

拠等について、具体的な内容を「特記事項」に記載する。一定期間（調査日より概ね過去１か月間）

の状況において、より頻回に見られる状況や日頃の状況で選択する（ただし、「特別な医療」は 14 日

間、「外出頻度」は３か月とする）。 
 

② 聞き取りによる確認ができない場合 

有無の確認ができなかった場合は、「ない」を選択し、確認ができなかった理由等を「特記事項」

に記載する。 
 

(4) 特記事項の記載において特に留意すべき点 

有無の項目（精神・行動障害等）は、その有無だけで介護の手間が発生しているかどうかは必ずし

も判断できないため、二次判定で介護の手間を適切に評価するためには、特記事項に、それらの有無

によって発生している介護の手間を、頻度もあわせて記載する必要がある。また介護者が特に対応を

とっていない場合などについても特記事項に記載する。 
 
 


































































